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平成２４年度 刈谷市行政評価委員会 傍聴者用資料 

＜傍聴される皆さんへ＞ 

 

 
１ 傍聴する場合の手続き 

○ 受付にて氏名、お住まいの市町村名を記入してください。 

※ここで得られました情報は、本目的以外には利用しません。 

２ 会議を傍聴するうえで守っていただくこと 

○ 会議を傍聴する際は、委員長の指示に従ってください。 

○ 傍聴者からのご意見やご質問は受け付けられません。 

○ 会議開催中は、私語を慎み、静かに傍聴してください。会議中における

言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないでくださ

い。 

○ 会場の出入りは自由ですが、みだりに席を離れ、会議進行の妨げになら

ないようにしてください。 

○ 会場内で、張り紙、ビラ、プラカード、のぼり等を携帯したり、はちま

きや腕章等を着用しないでください。 

○ 会場内では飲食又は喫煙をしないでください。 

○ 携帯電話等の音の鳴るものは、電源をお切りいただくか、マナーモード

にしてください。 

○ 会場において、写真撮影、録画、録音、その他これに類する行為をしな

いでください。 

○ 手荷物、貴重品の管理は各自にてお願いします。 

○ その他、会場内の秩序を乱したり、会議の支障となる行為はしないでく

ださい。 

※上記の事項に違反した傍聴者には、退場していただくことがあります。

３ 会議の公表について 

○ 本会議の模様は、インターネットによる生中継（ライブ配信サイト：

Ustream（ユーストリーム））を行います。またＫＡＴＣＨによる録画

放送を予定しています。 

○ 会議の記録（議事録、写真等）については、市ホームページで公表しま

す。 

４ アンケートへのご協力 

○ 受付で配布したアンケートにご協力ください。回答済みの用紙は、お帰

りの際に係員にお渡しください。 

 

刈谷市行政評価委員会



 

刈谷市行政評価委員会について 

 

 

 

 

 

 

 

 

～刈谷市の外部評価の考え方～ 

 刈谷市行政評価委員会における外部評価は、評価の客観性の確保と外部の視点を取

り入れ、その意見をもとに改善・改革につなげることを目的としていることから、行

政評価委員の意見のとりまとめは行いません。各委員から出た意見を持ち帰り、次年

度以降の対応を検討し、年度末に開催される行政評価委員会にて対応内容を報告しま

す。 

刈谷市行政評価委員会委員名簿 
 

委員の構成 所属等 氏名 役職等 

学識経験を 

有する者 

名城大学 

都市情報学部（教授） 
昇   秀 樹 委員長 

愛知大学 

経営学部（助教） 
吉 本 理 沙 委員長職務代理者

愛知教育大学 

（理事・副学長） 
都 築 繁 幸 委員 

弁護士 飛鳥総合法律事務所 加 藤 時 彦 委員 

公認会計士 朝日税理士法人 近 藤 克 麿 委員 

企業代表者 

株式会社豊田自動織機 

（執行役員） 
浅 井 裕 章 委員 

奥野機材株式会社 

（取締役社長） 
天 野 櫻 子 委員 

（敬称略） 

 

 

 

 

刈谷市では、市が実施している事務事業の目的や実施内容、実績などを市民のみ

なさんにわかりやすくお知らせするとともに、市民ニーズを反映した事務事業の効

果的かつ効率的な行政運営の推進を図ることを目的に、事務事業評価を実施しま

す。 

この事務事業評価の客観性を確保するとともに、外部の意見を求めるため、刈谷

市行政評価委員会を設置し、外部評価を実施します。 



 

１ 外部評価の進行 

 外部評価は委員長の進行管理のもと、１事業３０分とし、時間配分は以下のとおり

で実施します。 

No 項目 時間 内容 

1 事業説明 １０分 担当部署から事業の内容について説明します。 

2 質疑応答 

意見提示 

２０分 事業内容について、委員から質問を行います。 

委員から事業に対する意見を提示します。 

※当日の進行状況により、実際に要する時間は変更する場合があります。 

※進行管理として、１０分に１回、２９分に１回、３０分に２回、ベルによる合図を

行います。 

 

２ 評価の視点 

事務事業が市民や社会のニーズからみて必要なものか、事務事業の実施により費用

に見合った効果が得られるのか、また、上位計画との整合性や行政関与のあり方から

みて行政が担うことが妥当なのか、などの観点で評価を行います。 

※行政評価委員会では、事業に対する評価の決定等は行いません。また、当日の評価

内容は、当該事業に対する最終判断となるものではありません。 

 

３ 本資料構成の留意点 

 この資料は、会議当日分の対象となる事務事業の「事務事業評価シート」及びその

事業に関連する資料から構成されており、それぞれにページ数が示されています。 

 資料について、一部パンフレット等は資料の在庫数の理由から委員のみ配布させて

いただいているものがありますので、ご了承ください。 



 

４ スケジュール 

 

 

時間割 ７月２４日（火） 時間割 ７月２５日（水）

9:00 市長あいさつ 9:00 中小企業新開発マネジメント事業

～9:15 事務局説明 ～9:30 経済環境部商工課

9:15 ビデオ広報刈谷製作事業 9:30 住宅用太陽光発電システム設置費補助事業

～9:45 企画財政部広報広聴課 ～10:00 経済環境部環境推進課

9:45 自動車管理事業

～10:15 企画財政部財務課 10:10 地域福祉基金運用事業

～10:40 福祉健康部社会福祉課

10:25 男女共同参画啓発事業 10:40 手当等給付事業

～10:55 市民活動部市民協働課 ～11:10 福祉健康部障害福祉課

10:55 市民相談事業 11:10 子ども医療費助成事業

～11:25 市民活動部市民安全課 ～11:40 福祉健康部国保年金課

13:00 中高生の居場所づくり事業 13:00 市街地整備促進事業

～13:30 生涯学習部生涯学習課 ～13:30 都市整備部まちづくり推進課

13:30 文化財保存整備事業 13:30 緑の街並み推進事業

～14:00 生涯学習部文化振興課 ～14:00 都市整備部公園緑地課

14:00 スポーツ教室開催事業

～14:30 生涯学習部スポーツ課 14:10 公共施設連絡バス運行管理事業

～14:40 都市整備部都市交通課

14:40 ファミリーサポートセンター運営事業 14:40 刈谷生きがい楽農センター運営事業

～15:10 次世代育成部子育て支援課 ～15:10 経済環境部農政課

15:10 排水機場改修事業 15:10 創意ある学校づくり事業

～15:40 建設部雨水対策課 ～15:40 教育部学校教育課

15:40 わが家の地震対策事業 15:40～

～16:10 建設部建築課
委員長総評

昼休み

日時

時間調整（10分）

時間調整（10分）

昼休み

時間調整（10分）

時間調整（10分）
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■問い合わせ先（事務局） 

刈谷市企画財政部企画政策課 TEL：0566-95-0003、FAX：23-1105 
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人数　58人） （参加

者

人数　330人）

　相

加

談と指導、ビジネスス

藤

クールと講演会の開催

　

事業を中心に、中小企

健

業の活性化に貢献して

司

いる。また、アンケートを

成果 実施し、企業からの要望を聞き取りながら内容の充実にも取り組んでおり、企業の経営体質や品質の改善、若手社員の教

(できたこと) 育等に有益な事業となっている。

　今後、ビジネススクール卒業生のアフターフォローに取り組み、企業の更なる活性化を支援する必要がある。また、本
課題

事業を積極的に広報し、相談や指導の件数、各種参加者数の増加を目指す。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 ビジネススクール及び講演会参加人数 462 490 410 630 650
指標 （人）
成果 産業が活発であると思う市民の割合 90.2 90.4 90.6 90.8 91
指標 （％）

　愛知県内の他市での実施はない。
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単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,242 5,941 5,794 6,230 合計 5,794,291 円
委託料 5,794,291 円

財
　
源
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夫

7.6kgで計算：火

4

力発電との比較）

　国

1

の補助制度の変更等に

7

より申請件数の増減が

作

予想されるため、常に

成

最新の動向に配慮した

者

制度設計が必要となる

杉

。
課題

(できなか 

 

浦

ったこと)

指標名称（

　

単位）
実績値 目標値

２

英

１年度 ２２年度 ２３年

一

度 ２４年度 ２６年度

活

郎

動 補助件数 307 353 469 500 600
指標 （件）
成果 CO2排出削減量 1,122.1 1,678.6 2,425.5 3,160.5 4,900
指標 （t-CO2）

岡崎市20,000円/kW、碧南市50,000円/kW、豊田市30,000円/kW、安城市40,000円/kW、西尾市30,000円/kW、
他市との 知立市30,000円/kW、高浜市50,000円/kW、みよし市50,000円/kW
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 98,540 78,008 103,144 120,000 合計 103,144,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 4,579 6,285 5,190 5,250 交付金 103,144,000 円

一般財源 93,961 71,723 97,954 114,750

職員人件費　② 0 1,450 1,436 1,498

総事業費（①＋②） 98,540 79,458 104,580 121,498

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0 住宅用太陽光発電施設導入促
進費補助金（県）

２５年度以降の事

Ｄ

業費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２４

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

　

要

総合計画
分野 都市環

刈

境

基本施策 低炭素社会

谷

施策体系
施策の内容 エ

市

ネルギーの有効利用

目

事

　
　
　
的

　環境基本計

務

画及び地球温暖化対策

事

地域推進

主
た
る
内
容

　

業

太陽光発電システムを

評

設置しようとする市
計

価

画の趣旨にのっとり、

シ

クリーンエネルギー 民

ー

に対し、24万円（4

ト

kW）を限度に補助金

（

を
の積極利用による環

様

境負荷の少ない社会を

式

形 交付し普及を図る。

１

成していくことで、地

）

球温暖化を防止する。

会

 ※補助金の額　1k

計

Wあたり6万円

位
置
づ

名

け

関連計画 刈谷市環境

担

基本計画　　刈谷市地

当

球温暖化対策地域推進

部

計画

根拠法令 刈谷市住

経

宅用太陽光発電システ

済

ム設置費補助金交付要

環

綱

対象者 市民 事業期間

境

平成１１年度 ～

実施方

部

法 ■直営　□委託　□

一

指定管理　■補助・助

般

成　□その他

会計
住宅用太陽光発

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

電

２１年度実績 ２２年度

シ

実績 ２３年度実績 ２４

ス

年度計画

【補助件数】

テ

【補助件数】 【補助件

ム

数】 【補助件数】
　　

設

307件 　　353件

置

　　469件 　　50

費

0件
【補助金額】 【補

補

助金額】 【補助金額】

助

【補助金額】
　　98

事

,540千円 　　78

業

,008千円 　103

担

,144千円 　120

当

,000千円
【設置規

課

模】 【設置規模】 【設

環

置規模】 【設置規模】

境

　1,228.1kW

推

　　1,514.0k

進

W 　　2,031.7

課

kW 　　2,165k

款

W

　太陽光発電システ

項

ムの設置を促進するこ

目

とで、地球温暖化防止

課

に努めることができた

等

。

成果 　平成23年度

長

は、年間ベースで74

名

6tのCO2削減効果

豊

をもたらしたことにな

田

る。

(できたこと) 　

　

（1kw当たりの年間

哲

CO2削減量は、36

9



4 1 7 作成者 杉浦　英一郎

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価

平

評価の理由

市民の省エ

成

ネルギー意識は、東日

２

本大震災以降さらに高

４

・法的業務
高い

揚し、

年

太陽光発電設備の設置

度

件数も増加している。

　

必要性 ・市民ニーズ、

刈

社会需要 太陽光発電シ

谷

ステムの設置は、地球

市

温暖化防止、省エネ
・

事

市民生活上必要である

務

　など ルギーの観点か

事

ら有効であることから

業

、必要な制度であ
る。

評

補助額、執行経費は妥

価

当であると考えるもの

シ

の、CO2削
・コスト

ー

の節減、費用対効果
普

ト

通
減量を費用換算する

（

ことが困難である。
効

様

率性 ・執行体制の効率

式

性
・手段の最適性　な

２

ど

総合計画において、

）

「エネルギーの有効活

会

用」の施策の
・市が主

計

体となって実施する
高

名

い
柱として位置付けら

担

れている。
妥当性 　べ

当

き事業であるか
・総合

部

計画との整合性　など

経

年々制度に対する需要

済

は増え続け、制度開始

環

からの申請

施策への ・

境

施策への貢献度
高い

件

部

数累積で計算すると、

一

CO2削減量は年間2

般

,425.5tに上
・

会

目標達成度 る。
貢献度

計

・市民サービスへの効

住

果　など

今後の方向性

宅

□拡充　■現状維持　

用

□改善・効率化　□縮

太

小　□終期設定　□休

陽

止・廃止

国、県、近隣

光

自治体の動向に注視し

発

つつ、現状を維持する

電

。
必要に応じて終期の

シ

設定、制度の変更など

ス

を検討する。

テム設置

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

費

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

補

価
　
∨

助事業
担当課 環境推進課

款 項 目 課等長名 豊田　哲夫
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【問合せ先】 

 刈谷市役所 環境推進課 環境政策係 

  電話：0566-62-1017（環境推進課直通） 

  FAX：0566-24-3481 

  E-mail：kankyo@city.kariya.lg.jp 

補助対象となるシステム 

１ 低圧配電線と逆潮流ありで連系しているもの （電力の売電契約を行っていること） 

２ 太陽電池の最大出力の合計値が１０kw未満で、未使用であるもの 

３ システムが日本工業規格又はＩＥＣ等の国際規格に規定されているもの 

  （参考：財団法人電気安全環境研究所（JET）の「太陽電池モジュール認証」） 

補助金の額 

刈谷市では、地球温暖化対策の一環として、「自然エネルギー」である太陽光を利用した発電 

 システムを設置する方で、一定の要件を満たす方に予算の範囲内で補助金を交付しています。 

平成２４年度 

補助を受けられる方 

市内に住所を有し、次のいずれかの要件を満たす方 

 １ 自らが居住する市内の住宅にシステムを設置する方 

 ２ 自らが居住する目的で、あらかじめ補助対象システムの認定を受けた市内の新築の 

   システム付き住宅を購入した方 

   （ただし、補助金の交付は１棟につき１回です。） 

※工事着工前に申請してください。また、設置後30日以内かつ平成25年3月29日までに 

  実績報告を行う必要があります。 

太陽電池モジュールの最大出力値（単位：kw）×６万円  【上限：４kw（２４万円）】 

 ※千円未満の端数は、切り捨てるものとします。 

昭和56年以前の建物にシステムを設置する場合は、市（建築課）の実施する 

無料の耐震診断及び補強工事補助制度の活用をご検討ください。 

11



(4)設置完了後30日以内に実績報告  

(1)着工前に申請 

 

申請書 

申
請
者 

 
 

 

④領収書の写し 

⑤中部電力㈱が発行する「太陽光契約に 

  関するお知らせ」の写し 

⑥工事完了後の現場写真 

⑦機器の保証書の写し等 

⑧住民票 

 

実績報告書 

 

請求書 

（必ず押印） 添付書類 

補助金の受給手続きの流れ 

添付書類 ①工事請負契約書の写し 

②システムの規格等が分かる書類 

③設置場所の案内図 

(2)交付決定通知 
交付決定 

通知書 

(5)実績報告の後、３～４週間後に振込み 

既築・新築住宅用 

      ※申請内容を変更・中止する場合は事前に申請が必要 
計画変更 

承認申請書 

刈
谷
市
役
所 

環
境
推
進
課 

(3)今年度中（平成25年3月29日まで）に設置完了 

・書類の作成に当たっては、別紙「手続き・書類についての留意点」と、 

 各書類の記入例を必ずご参照ください。 

（設置完了後30日以内、かつ平成25年3月29日まで） 

※振込みに際して、通知はありませんのでご承知おきください。 

※交付決定通知を受理してから着工してください。 

平成24年度版 
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 25人
・ボランティ

敦

ア講座開催事業 ・ボラ

人

ンティア講座開催事業 ・ボランティア講座開催事業 ・ボランティア講座開催事業
　　開催　2回　参加者 20人 　　開催　3回　参加者118人 　　開催　2回　参加者 47人 　　開催 2回 参加者 50人

　社会福祉協議会に対し、事業費の補助を行い、活動の支援を行った。

成果 　1人暮らし・ねたきり老人への支援やボランティア育成の推進が図られた。

(できたこと)

　現在の社会情勢から、低金利の状態が続いており、事業の財源としての地域福祉基金積立金利子の運用益が少ない状況
課題

にある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

成果 地域の支えあいにより高齢者や障害者も安心して暮 ― 58.3 ― 61 62
指標 らせると思う市民の割合（％）
成果 社会福祉協議会のボランティア登録団体数 100 103 109 125 125
指標 （団体）

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,568 1,599 1,589 1,904 合計 1,589,431 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 1,472 875 4

Ｄ

70 253 交付金 1,

　

589,431 円

一

　

般財源 96 724 1,

　

119 1,651

職員

Ｏ

人件費　② 0 109 1

　

79 187

総事業費（

　

①＋②） 1,568 1

∧

,708 1,768 2

　

,091

建
設
事
業

全体

　

事業費 0 ２３年度特定

実

財源名称

２３年度迄の

　

累積事業費 0 地域福祉

　

基金積立金利子

２５年

施

度以降の事業費見込 0

　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

４

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

　

全

基本施策 地域福祉
施

刈

策体系
施策の内容 地域

谷

福祉活動の推進

目
　
　

市

　
的

　地域福祉基金の

事

運用収入を、地域福祉

務

活動

主
た
る
内
容

　刈谷

事

市社会福祉協議会が実

業

施する各種地域
を支援

評

するための経費の一部

価

として活用し、 福祉事

シ

業に対し、補助金を交

ー

付する。
地域福祉の推

ト

進を図る。 対象事業
・

（

なごやか交流会事業
・

様

ねたきり老人出張理美

式

容事業
・児童生徒ボラ

１

ンティア育成事業
・ボ

）

ランティア講座開催事

会

業

位
置
づ
け

関連計画 刈

計

谷市地域福祉計画

根拠

名

法令 刈谷市地域福祉基

担

金条例

対象者 刈谷市社

当

会福祉協議会 事業期間

部

平成５年度 ～

実施方法

福

□直営　□委託　□指

祉

定管理　■補助・助成

健

　□その他

康部

一般会計
地域福

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

祉

１年度実績 ２２年度実

基

績 ２３年度実績 ２４年

金

度計画

・なごやか交流

運

会事業 ・なごやか交流

用

会事業 ・なごやか交流

事

会事業 ・なごやか交流

業

会事業
　　19会場　

担

参加者　298人 　　

当

21会場　参加者　3

課

38人 　　21会場　

社

参加者　310人 　　

会

21会場　参加者　3

福

50人
・ねたきり老人

祉

出張理美容事 ・ねたき

課

り老人出張理美容事 ・

款

ねたきり老人出張理美

項

容事 ・ねたきり老人出

目

張理美容事
　業　利用

課

　58人　154回 　

等

業　利用　65人　1

長

80回 　業　利用　8

名

7人　221回 　業　

鈴

利用　80人　240

木

回
・児童生徒ボランテ

　

ィア育成 ・児童生徒ボ

克

ランティア育成 ・児童

幸

生徒ボランティア育成

3

・児童生徒ボランティ

1

ア育成
　事業 　事業 　

1

事業 　事業
　　開催　

作

3回　参加者 23人

成

　　開催　3回　参加

者

者 6人 　　開催　1

近

回　参加者 19人 　

藤

　開催 2回 参加者

13



敦人

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　地域福祉

平

の担い手である社会福

成

祉協議会の活動に対す

２

・法的業務
高い

る補助

４

事業であり、地域福祉

年

推進に資する必要性の

度

高い
必要性 ・市民ニー

　

ズ、社会需要 事業であ

刈

る。
・市民生活上必要

谷

である　など

　1人暮

市

らし・寝たきり老人へ

事

の支援やボランティア

務

育
・コストの節減、費

事

用対効果
普通

成など事

業

業の実施には効率的な

評

運用を図っているが、

価

需
効率性 ・執行体制の

シ

効率性 要の掘り起こし

ー

など、実施方法の検討

ト

は必要である。
・手段

（

の最適性　など

　地域

様

福祉基金は、その運用

式

益を地域福祉活動を支

２

援す
・市が主体となっ

）

て実施する
普通

るため

会

の経費に充てるとあり

計

、社会福祉協議会の行

名

う地
妥当性 　べき事業

担

であるか 域福祉活動事

当

業への市の関与は妥当

部

である。
・総合計画と

福

の整合性　など

　地域

祉

ボランティアの活動や

健

立ち上げの支援、ボラ

康

ンテ

施策への ・施策へ

部

の貢献度
高い

ィアに携

一

わる人材の育成を通し

般

て、地域福祉活動の推

会

進
・目標達成度 に寄与

計

している
貢献度 ・市民

地

サービスへの効果　な

域

ど

今後の方向性 □拡充

福

　□現状維持　■改善

祉

・効率化　□縮小　□

基

終期設定　□休止・廃

金

止

　補助対象としてい

運

る４事業は、それぞれ

用

地域福祉の推進のため

事

には必要であり、事業

業

の開催方法を工夫した

担

り
、内容の類似してい

当

る他事業との統合など

課

を検討するよう社会福

社

祉協議会に助言・指導

会

を行ったうえで、今後

福

も
補助事業を継続して

祉

いくべきである。

課

款 項 目

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

課

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

等

評
　
価
　
∨

長名 鈴木　克幸

3 1 1 作成者 近藤　
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地域福祉基金運用事業  

 

地域福祉基金  

目  的  地域福祉の推進を図るため  

設  置  平成  ５年  ４月  １日  

経  緯  国は、急激に進む高齢化に対し、高齢者の保健福祉サービスの基盤を整備

するため、平成元年１２月に「高齢者保健福祉推進十か年戦略（ゴールドプ

ラン）」を策定し、更に地域主導の高齢者保健福祉施策の促進のため、平成３

年度に「高齢者保健福祉推進特別事業」を創設し、その事業の１つとして「地

域福祉基金」制度が創設された。地方公共団体においても、在宅福祉の向上、

健康づくり等の課題について、民間団体が行う事業の支援を図り、地域の特

性に応じた施策等を積極的に推進することが求められ、「地域福祉基金」の設

置経費について、国から地方交付税措置がとられた。しかしながら、刈谷市

は交付税不交付団体であったため、交付税措置相当額の 2 億円を一般財源か

ら支出し、寄附金、利息とあわせて、地域福祉基金が設置された。  

方  針  基金は、運用益を福祉事業に充てていく「果実運用型」とし、地域の実情

に応じ民間団体の行う地域福祉活動事業の支援に充てるものとする。  

補助の対象事業の例  

・在宅福祉の普及及び向上を図る事業  

・健康及び生きがい作りの推進を図る事業  

・その他地域福祉の推進を図る事業  

（ボランティア活動の活発化に関する事業等）  

平成２３年度末現在高  ２７４，７８３，０８９円  

平成２３年度運用     大口定期預金   
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補助事業  

なごやか交流会事業  

 平成元年度から開催されている事業で、地域ボランティア等の協力を得て、ひと

りぐらし高齢者を招待し、ボランティア等とのふれあいの機会を持つことにより、

一人暮らし老人の健康保持と日々の生活の充実を図るため、ボランティアによる手

作り昼食会やゲーム等を内容とする「なごやか交流会」を開催した。  

  平成２１年度   １９会場   参加者数  ２９８人   協力者数  ５０７人  

  平成２２年度   ２１会場   参加者数  ３３８人   協力者数  ４３９人  

  平成２３年度   ２１会場   参加者数  ３１０人   協力者数  ５０７人  

 

ねたきり老人出張理美容事業  

 自宅での理髪を希望する在宅のねたきり老人（６５歳以上）を対象に「出張理美

容無料利用券」を配付（年４回）し、本人及びその介護に当たっている家族を支援

した。  

  平成２１年度   利用者数  ５８人   利用回数１５４回  

  平成２２年度   利用者数  ６５人   利用回数１８０回  

  平成２３年度   利用者数  ８７人   利用回数２２１回  

 

児童生徒ボランティア育成事業  

 小学校、中学校及び高等学校の児童・生徒を対象として、実践学習を基礎とした

体験の機会を提供し、社会福祉への理解と関心を高め、社会奉仕、社会連帯への精

神を養うとともに、地域社会との関連を深めることを目的に、「社会福祉教育指定校

研修会」を開催した。  

  平成２１年度   開催回数  ３回   参加者数  ２３人  

  平成２２年度   開催回数  ２回   参加者数  ６人  

  平成２３年度   開催回数  １回   参加者数  １９人  

 

ボランティア講座開催事業  

 ボランティア活動や地域福祉活動を推進するため、地域住民や各団体に対し、「支

え合いのまちづくりセミナー」を開催した。  

  平成２１年度   開催回数  ２回   参加者数  ２０人  

  平成２２年度   開催回数  ３回   参加者数１１８人  

  平成２３年度   開催回数  ２回   参加者数  ４７人  
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立した生活を支援し、障害者福祉の増進を図ることがで

成果 きた。

(できたこと)

　心身障害者扶助料については、市単独の手当であり、障害者の増加に伴い、手当支給額も増加し、市財政への負担も重
課題

くなってきている。今後の手当総額の伸びによっては、支給内容の見直しが必要になる可能性もある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 支給件数 5,585 5,800 6,110 6,370
指標 （件）
成果   
指標

心身障害者扶助料については、若干の金額の違いはあるものの、近隣各市も同様に実施している。
他市との 難病疾患見舞金については、近隣で実施していない市もある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 236,131 244,055 252,361 263,919 合計 252,360,700 円
扶助費 252,360,700 円

財
　
源

特定財源 32,724 32,762 35,401 38,384

一般財源 203,407 211,293 216,960 225,535

職員人

Ｄ

件費　② 0 2,537

　

2,512 2,622

　

総事業費（①＋②） 2

　

36,131 246,

Ｏ

592 254,873

　

266,541

建
設
事

　

業

全体事業費 0 ２３年

∧

度特定財源名称

２３年

　

度迄の累積事業費 0 ・

　

特別障害者手当等給付

実

費国
庫負担金

２５年度

　

以降の事業費見込 0 ・

　

愛知県特別障害者手当

施

等支
給費補助金

　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

４

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 福祉安全

基本

　

施策 障害児・者福祉
施

刈

策体系
施策の内容 障害

谷

福祉サービスの充実

目

市

　
　
　
的

 各種の手当

事

等を支給することによ

務

り、障害

主
た
る
内
容

 

事

次の手当等を支給する

業

。
者の自立した生活を

評

支援し、障害者の福祉

価

の 　・特別障害者手当

シ

増進を図る。 　・障害

ー

児福祉手当
　・経過的

ト

福祉手当
　・心身障害

（

者扶助料
　・難病疾患

様

見舞金

位
置
づ
け

関連計

式

画 刈谷市障害者計画、

１

刈谷市障害福祉計画

根

）

拠法令 特別児童扶養手

会

当等の支給に関する法

計

律、刈谷市心身障害者

名

扶助料支給条例

対象者

担

障害児・者、指定疾患

当

患者 事業期間 昭和３９

部

年度 ～

実施方法 ■直営

福

　□委託　□指定管理

祉

　□補助・助成　□そ

健

の他

康部

一般会計
手当

Ｂ
　
事

等

　
業
　
実
　
績

２１年度

給

実績 ２２年度実績 ２３

付

年度実績 ２４年度計画

事

特別障害者手当　　　

業

 77人 特別障害者手

担

当　　　 87人 特別

当

障害者手当　　　 9

課

6人 特別障害者手当　

障

　　101人
障害児福

害

祉手当　　　 63人

福

障害児福祉手当   

祉

    67人 障害児

課

福祉手当　　　 65

款

人 障害児福祉手当　　

項

　 76人
経過的福祉

目

手当        

課

6人 経過的福祉手当 

等

       7人 経

長

過的福祉手当    

名

    7人 経過的福

後

祉手当       

藤

 7人
心身障害者扶助

　

料　4,886人 心身

和

障害者扶助料　5,0

江

38人 心身障害者扶助

3

料　5,311人 心身

1

障害者扶助料　5,5

2

17人
難病疾患見舞金

作

　　　553人 難病疾

成

患見舞金　　　601

者

人 難病疾患見舞金　　

小

　631人 難病疾患見

山

舞金　　　669人
　

　

　

　各種手当を支給し

彩

、経済的支援をするこ

子

とにより、障害者の自
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　法律及び条例等

平

に定められている、障

成

害者の自立した
・法的

２

業務
高い

生活の基盤と

４

なる事業であり、必要

年

性は高い。
必要性 ・市

度

民ニーズ、社会需要
・

　

市民生活上必要である

刈

　など

　心身障害者扶

谷

助料については、所得

市

制限のない、市単
・コ

事

ストの節減、費用対効

務

果
普通

独の事業であり

事

、今後の障害者の増加

業

の度合によっては
効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

内容の見直しが必要に

シ

なることも考えられる

ー

。
・手段の最適性　な

ト

ど

　障害のある人も障

（

害のない人と同様に普

様

通の生活を送
・市が主

式

体となって実施する
高

２

い
ることができるよう

）

支援するものであり、

会

市が実施する
妥当性 　

計

べき事業であるか 妥当

名

性、総合計画との整合

担

性とも高いといえる。

当

・総合計画との整合性

部

　など

　障害者を対象

福

としたアンケートにお

祉

いて、生活してい

施策

健

への ・施策への貢献度

康

高い
く上での収入源と

部

してこの事業で支給す

一

る手当等は高い
・目標

般

達成度 割合を占めてお

会

り、貢献度の高い事業

計

ということができ
貢献

手

度 ・市民サービスへの

当

効果　など る。

今後の

等

方向性 □拡充　■現状

給

維持　□改善・効率化

付

　□縮小　□終期設定

事

　□休止・廃止

　障害

業

者の増加により各種手

担

当総額も増加している

当

ことから、今後財源の

課

確保が難しくなってる

障

ことも考えられ
るが、

害

現行の水準は維持して

福

いくべきだと考えられ

祉

る。

課

款 項

Ｃ
 
　

目

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

課

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

等長名 後藤　和江

3 1 2 作成者 小山　彩子

18



 

手当等給付事業資料 

特別障害者手当等 

心身に重度の障害があり、日常生活において常時特別の介護を必要とする人に支給されます。手

当は申請を受け付けた月の翌月分から支給されます。※所得制限あり 

支 給 対 象 手 当 の 額 支 給 時 期 

○特別障害者手当 

２０歳以上で診断書により常時特別な介護が必
要と認められる人（以下支給対象者） 

Ａ種 支給対象者のうち身体障害者手帳２級以
上かつ療育手帳Ａ判定（ＩＱ35 以下）
の人 

Ｂ種 支給対象者のうち身体障害者手帳２級以
上または療育手帳Ａ判定（ＩＱ２０以下）
の人 

Ｃ種 支給対象者のうちＡ種、Ｂ種のいずれに
も該当しない人 

ただし施設入所者、長期入院者は除きます。 
 
 

<Ａ種> 
月額３３，３５０円 

 (国２６，２６０円 

 ＋県７，０９０円) 

 

５月期 

（２月～４月分） 

 

８月期 

（５月～７月分） 

 

１１月期 

（８月～１０月分） 

 

２月期 

（１１月～１月分） 

<Ｂ種> 
月額２７，３５０円 

 (国２６，２６０円 

 ＋県１，０９０円) 

<Ｃ種> 
月額２６，２６０円 

 (国２６，２６０円) 

○障害児福祉手当 
２０歳未満で診断書により常時特別な介護が必

要と認められる人 

 

Ａ種、Ｂ種、Ｃ種の区別は特別障害者手当と同じ

です。 

 

ただし施設入所者は除きます。 

 

 

 

 

 

<Ａ種> 
月額２１，４４０円 

 (国１４，２８０円 

 ＋県７，１６０円) 

 

特別障害者手当と同じ 

<Ｂ種> 
月額１５，４４０円 

 (国１４，２８０円 

 ＋県１，１６０円) 

<Ｃ種> 
月額１４，２８０円 

 (国１４，２８０円) 

○経過的福祉手当 
２０歳以上で、従来の福祉手当受給者のうち、特

別障害者手当又は障害基礎年金のいずれも受け

られない人 

Ａ種、Ｂ種、Ｃ種の区別は特別障害者手当と同じ

です。 

 

障害児福祉手当と同じ 

 

特別障害者手当と同じ 

19



 

刈谷市心身障害者扶助料 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を所持している人に対し、手当を支給しま

す。手当は申請を受け付けた月の翌月分から支給されます。※所得制限なし 

支 給 対 象 手 当 の 額 支 給 時 期 

 
１ 身体障害者手帳所持者 

 

２ 療育手帳所持者 

 

３ 精神障害者保健福祉手帳所持者 

 

４ 市の指定する機関でＩＱ７５以下の判

定を受けた人 

 

 

 

身障１・２級 

療育Ａ判定 

精神１級 
月額 ４，０００円 

 

９月期 

（４月～９月分） 

 

３月期 

（１０月～３月分） 

身障３級 

療育Ｂ判定 

精神２級 
月額 ３，０００円 

身障４～６級 

療育Ｃ判定 

精神３級 
月額 ２，１００円 

 

難病疾患見舞金 

刈谷市の指定疾病（愛知県の特定疾患と同じ）で１ヶ月以上治療を受けている人に見舞金を支給

します。手当は申請を受け付けた月の分から支給されます。※所得制限なし 

支 給 対 象 手 当 の 額 支 給 時 期 

刈谷市の指定疾病で１ヶ月以上治療を受け

ている人。ただし刈谷市心身障害者扶助料

を受給している人は除きます。 

 

月額 ２，１００円 ９月期 

（４月～９月分） 

３月期 

（１０月～３月分） 

【指定疾病】：ベーチェット病、多発性硬化症、重症筋無力症、全身性エリテマトーデス、スモン、再生

丌良性貧血、サルコイドーシス、筋萎縮性側索硬化症、強皮症等、特発性血小板減少性紫斑病、結節性動

脈周囲炎、潰瘍性大腸炎、大動脈炎症候群、ビュルガー病、天疱瘡、脊髄小脳変性症、クローン病、難治

性の肝炎、悪性関節リウマチ、パーキンソン病関連疾患、アミロイドーシス、後縦靭帯骨化症、ハンチン

トン病、モヤモヤ病、ウェゲナー肉芽腫症、特発性拡張型心筋症、多系統萎縮症、表皮水疱症、膿疱性乾

癬、広範脊柱管狭窄症、原発性胆汁性肝硬変、重症急性膵炎、特発性大腿骨頭壊死症、混合性結合組織病、

原発性免疫丌全症候群、特発性間質性肺炎、網膜色素変性症、プリオン病、肺動脈性肺高血圧症、神経線

維腫症、亜急性硬化性全脳炎、バッド・キアリ症候群、慢性血栓塞栓性肺高血圧症、ライソゾーム病、副

腎白質ジストロフィー、家族性高コレステロール血症、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性

脱髄性多発神経炎、肥大型心筋症、拘束型心筋症、ミトコンドリア病、リンパ脈管筋腫症、重症多形滲出

性紅斑、黄色靱帯骨化症、間脳下垂体機能障害 
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貴

込まれるため、より適

美

正で効果的な制度への

子

見直し検討が必要である。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動   
指標
成果   
指標

　通院費助成は、県内54市町村のうち1市が小学3年生まで、7市町が小学6年生まで、5市町が高校3年生まで
他市との を、西三河9市を含む残りの40市町村が刈谷市と同様に中学校卒業までを対象としている。また1市が小学1
比較検証 年生以上、2市が小学4年生以上に1割負担を、2市が中学生に1.5割負担を導入し、1市は小学生以上について

は非課税世帯のみ対象とし、1市は小学生以上は非課税世帯のみ全額助成で他は1割負担を導入している。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 656,436 687,025 730,671 768,000 合計 730,670,771 円
扶助費 730,670,771 円

財
　
源

特定財源 159,025 168,397 166,979 206,592

一般財源 497,411 518,628 563,692 561,408

職員人件費　② 0 2,899 2,871 2,622

総事業費（①

Ｄ

＋②） 656,436

　

689,924 733

　

,542 770,62

　

2

建
設
事
業

全体事業費

Ｏ

0 ２３年度特定財源名

　

称

２３年度迄の累積事

　

業費 0 子ども医療費県

∧

補助金（県）

２５年度

　

以降の事業費見込 0

　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

４

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

　

全

基本施策 社会保障
施

刈

策体系
施策の内容 福祉

谷

医療の推進

目
　
　
　
的

市

　子育て支援として子

事

どもの健康保持と福祉

務

主
た
る
内
容

　中学校卒

事

業までの子どもに係る

業

保険診療の
の増進を図

評

る。 自己負担分の医療

価

費の助成する。

位
置
づ

シ

け

関連計画 次世代育成

ー

支援行動計画（後期計

ト

画）

根拠法令 愛知県福

（

祉医療費支給事業事務

様

取扱要領・刈谷市子ど

式

も医療費支給条例

対象

１

者 中学校卒業までの子

）

の保護者である市民 事

会

業期間 昭和４８年度 ～

計

実施方法 ■直営　■委

名

託　□指定管理　□補

担

助・助成　□その他

当部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　

会

実
　
績

２１年度実績 ２

計

２年度実績 ２３年度実

子

績 ２４年度計画

中学校

ど

卒業までの子どもに係

も

中学校卒業までの子ど

医

もに係 中学校卒業まで

療

の子どもに 中学校卒業

費

までの子どもに
る保険

助

診療医療費の自己負担

成

る保険診療医療費の自

事

己負担 係る保険診療医

業

療費の自己負 係る保険

担

診療医療費の自己負
分

当

を助成。 分を助成。 担

課

分を助成。 担分を助成

国

。
年間平均受給者数　

保

22,625人 年間平

年

均受給者数　22,7

金

90人 年間平均受給者

課

数　22,613人 年

款

間平均受給者数　22

項

,800人
年間支給総

目

額 年間支給総額 年間支

課

給総額 年間支給総額
 

等

          

長

  656,436,

名

387円       

竹

     　687,

内

025,474円   

　

         　

仁

730,670,77

3

1円         

1

   　768,00

4

0,000円

　子育て

作

支援として子どもの健

成

康保持と福祉の増進を

者

図ることができた。

成

渡

果

(できたこと)

　医

部

療費の伸びと共に医療

　

助成額も増加傾向と見

21



美子

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　愛知県の

平

補助対象事業であり、

成

子育て支援の一環とし

２

・法的業務
高い

て、子

４

どもの健康保持と保護

年

者の経済的負担の軽減

度

のた
必要性 ・市民ニー

　

ズ、社会需要 めの定着

刈

した制度となっている

谷

。
・市民生活上必要で

市

ある　など

　子ども医

事

療費の助成額は年々増

務

加している。将来にわ

事

・コストの節減、費用

業

対効果
普通

たり持続可

評

能な制度とするため、

価

今後の運用方法につい

シ

効率性 ・執行体制の効

ー

率性 て検討が必要であ

ト

る。
・手段の最適性　

（

など

　第７次総合計画

様

にも掲げられており、

式

市民アンケート
・市が

２

主体となって実施する

）

高い
の中でも重要度の

会

高い施策として捉えら

計

れている。
妥当性 　べ

名

き事業であるか
・総合

担

計画との整合性　など

当

　中学校卒業までの子

部

どもを対象として医療

福

費助成がな

施策への ・

祉

施策への貢献度
高い

さ

健

れており、子どもの健

康

康保持と保護者の経済

部

的負担の
・目標達成度

一

軽減に資している。
貢

般

献度 ・市民サービスへ

会

の効果　など

今後の方

計

向性 □拡充　□現状維

子

持　■改善・効率化　

ど

□縮小　□終期設定　

も

□休止・廃止

　愛知県

医

の「行革大網に係る重

療

点改革プログラム」に

費

おいて「福祉医療制度

助

の見直し」が掲げられ

成

ており、将来
にわたり

事

持続可能な制度とする

業

ため、平成26年度を

担

目途に制度の見直しを

当

検討するとしている。

課

　市としても、医療費

国

の増大による生活への

保

経済的負担を軽減する

年

とともに、市民のニー

金

ズと福祉医療の充実、

課

医療費負担のバランス

款

を考慮した各種福祉医

項

療制度の適正な運用に

目

努めていく必要がある

課

。

等長名

Ｃ
 
　
Ｈ

竹

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

内

　
∧
　
評
　
価
　
∨

　仁

3 1 4 作成者 渡部　貴
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尾

した施設整備に向けた

　

公募要
 《既成市街地

光

》中心市街地の 2地区

弘

（東陽町名店街地区、 領案の作成
 3地区（刈谷駅北地区、東陽 銀座AB地区）の再生に有効か （新市街地拡大は「住宅系拡
　　　　―――――― 町名店街地区、銀座AB地区） つ具体的な事業手法等の検討 大市街地整備事業」及び「工

の権利状況及び課題整理を行 及び事業化に向けた権利者の 業系拡大市街地整備事業」へ
い再生に有効な計画の検討及 組織づくりを検討　 移行）
び事業化に向け、権利者の理
解促進のため勉強会を開催

《新市街地》地権者からの意向を踏まえた事業の実現方策を検討することができた。

成果 《既成市街地》東陽町名店街地区において、老朽建物の解体に向けた権利者全員の意思統一を図ることができた。

(できたこと) 　　　　　　　銀座ＡＢ地区において、民間活力を活用した施設整備方針を策定し、権利者に対して説明会を実施した。

《新市街地》地権者の合意形成を促進するため、今後も勉強会等を開催し理解を得ることが必要である。
課題

《既成市街地》銀座ＡＢ地区整備方針に対する権利者理解の増進、整備事業実施可能な公募要領案の作成が必要である。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 勉強会、懇談会の開催回数 － 4 2 － －
指標 （回）
成果  
指標

 
他市との
比較検証

Ｄ
　
　
　

Ｃ
　
事
　
業

Ｏ

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

　

円
２１年度 ２２年度 ２

　

３年度 ２４年度 ２３年

∧

度

（決算） （決算） （

　

決算） （予算） 事業費

　

内訳

事業費　① 0 2,

実

919 8,421 4,

　

727 合計 8,421

　

,180 円
旅費 10

施

,680 円

財
　
源

特

　

定財源 0 0 0 0 委託料

　

8,410,500 

∨

円

一般財源 0 2,919 8,421 4,727

職員人件費　② 0 7,973 9,332 5,619

総事業費（①＋②） 0 10,892 17,753 10,346

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

４

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

　

環境

基本施策 市街地・

刈

住環境
施策体系

施策の

谷

内容 計画的な土地利用

市

目
　
　
　
的

　平成23

事

年に策定した都市計画

務

マスタープラ

主
た
る
内

事

容

《新市街地》
ンにお

業

いて新市街地の整備や

評

既成市街地の再  関係

価

地権者に対して実施し

シ

た、まちづくり
生に向

ー

けた方針を示している

ト

。本市は今後も に関す

（

るアンケート結果を踏

様

まえ、将来イメ
人口増

式

加が見込まれることか

１

ら、人口の定住 ージ図

）

、概算事業費の算出、

会

事業手法・事業
化を促

計

進するための新たな市

名

街地の創出や既 主体等

担

を検討し、合意形成を

当

図るための資料
成市街

部

地についても少子高齢

都

化に向けた集約 を作成

市

。
型の市街地の形成を

整

図る必要がある。その

備

方 《既成市街地》
向性

部

を見据えながら関係権

一

利者の理解を深め （東

般

陽町名店街地区）勉強

会

会を開催し再開発
実現

計

性かつ計画性のある事

市

業を組み立てる。 事業

街

の仕組みや手法等につ

地

いての理解を深め
事業

整

化に向けた組織づくり

備

を検討。
（銀座ＡＢ地

促

区）民間活力を活用し

進

た官民連
携による施設

事

整備手法の検討。

位
置

業

づ
け

関連計画 刈谷市都

担

市計画マスタープラン

当

根拠法令 都市計画法

対

課

象者 地元関係者・各権

ま

利者 事業期間 平成２２

ち

年度 ～

実施方法 ■直営

づ

　■委託　□指定管理

く

　□補助・助成　□そ

り

の他

推進課

款 項 目 課等

Ｂ
　
事

長

　
業
　
実
　
績

２１年度

名

実績 ２２年度実績 ２３

松

年度実績 ２４年度計画

尾

 《新市街地》新市街

　

地拡大予 《新市街地》

裕

新市街地拡大に 《既成

8

市街地》
 定箇所（依

4

佐美地区）の地権 向け

1

ての事業手法の検討 銀

作

座AB地区の民間活力

成

を活用
 者に対し、ア

者

ンケートを実施 《既成

笹

市街地》中心市街地の

25



　光弘

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

《新市街

平

地》 今後も増加する

成

人口の定住化の促進や

２

活
・法的業務

高い
発な

４

産業活動を支えるため

年

に、新市街地創出によ

度

り生み
必要性 ・市民ニ

　

ーズ、社会需要 出され

刈

る土地に対するニーズ

谷

は高い。
・市民生活上

市

必要である　など 《既

事

成市街地》 有効高度

務

利用により供給される

事

住宅に
よるまちなか居

業

住のニーズは高い。
　

評

まちづくりの早期実現

価

に向けては、権利者、

シ

関係者と
・コストの節

ー

減、費用対効果
普通

共

ト

に効率的に進めること

（

が必要である。
効率性

様

・執行体制の効率性
・

式

手段の最適性　など

　

２

第７次総合計画及び第

）

３次都市計画マスター

会

プランに
・市が主体と

計

なって実施する
高い

位

名

置づけられた本市の目

担

指すべき都市構造を実

当

現するた
妥当性 　べき

部

事業であるか めの、必

都

要性の高い事業である

市

。また、まちづくりを

整

円
・総合計画との整合

備

性　など 滑に進めるに

部

は、まちづくりの情報

一

提供や専門知識など
市

般

の主体的な関与が必要

会

である。
　目指すべき

計

まちづくりの方向性に

市

合致した事業計画を

施

街

策への ・施策への貢献

地

度
高い

検討することは

整

、施策への貢献度が高

備

い。
・目標達成度

貢献

促

度 ・市民サービスへの

進

効果　など

今後の方向

事

性 □拡充　■現状維持

業

　□改善・効率化　□

担

縮小　□終期設定　□

当

休止・廃止

　本市が目

課

指す将来のまちづくり

ま

の方向性を見据え、新

ち

市街地の創出や既成市

づ

街地における課題地区

く

の検討を行
い、関係権

り

利者との合意形成を図

推

りながら事業化に向け

進

た初動期の取組みとし

課

て今後も進めていく必

款

要がある。

項 目 課等

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

長

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

名

　
∨

松尾　裕

8 4 1 作成者 笹尾
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市街地整備促進事業 

拡大検討地区 依佐美地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拡大検討地区 

拡大検討地区 

ﾌﾛｰﾗﾙｶﾞｰﾃﾞﾝ 
よさみ  

位置図 

現況写真 
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市街地整備イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備前 

整備後 
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緑化推
課題

進事業に比べて申請、相談件数が少ない。
(できなか 

　今後、大規模な緑化事業を行えるような敷地を有する市内事業所等を中心に、啓発活動を実施していく必要がある。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

成果 公園や緑地が充実している思う市民の割合 ― 69.3 70.44 71.58 73.86
指標 （％）
成果 自宅の敷地などの緑化に努めている市民の割合 ― 72.2 72.96 73.72 75.24
指標 （％）

　あいち森と緑づくり都市緑化推進事業を活用した緑化補助事業は、各自治体によって補助対象の事業は異
他市との なるが、都市緑化の普及啓発を主な目的として、愛知県内で平成21年度に3市、平成22年度に8市町、平成23
比較検証 年度に17市町で実施実績がある。

また、並木道（街路樹）の再生は、愛知県内で平成21年度に8市、平成22年度に10市で実施実績がある。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,685 22,788 11,544 24,298 合計 11,544,000

Ｄ

 円
負担金、補助及び

　

財
　
源

特定財源 11,

　

400 21,000 1

　

1,544 24,29

Ｏ

8 交付金 11,544

　

,000 円

一般財源

　

285 1,788 0 0

∧

職員人件費　② 0 2,

　

537 2,154 2,

　

810

総事業費（①＋

実

②） 11,685 25

　

,325 13,698

　

27,108

建
設
事
業

施

全体事業費 0 ２３年度

　

特定財源名称

２３年度

　

迄の累積事業費 0 あい

∨

ち森と緑づくり都市緑化
推進事業交付金（県）

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

４

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 都市環境

基本

　

施策 公園緑地・緑化
施

刈

策体系
施策の内容 緑化

谷

の推進

目
　
　
　
的

　民

市

有地の緑化事業及び、

事

街路樹の再生に関

主
た

務

る
内
容

　愛知県が行う

事

「あいち森と緑づくり

業

都市緑
する事業を行い

評

、市民の緑化意識及び

価

市内の 化推進事業」を

シ

活用し、民有地で行う

ー

比較的
緑化率の向上を

ト

図る。 規模の大きな生

（

垣設置及び屋上、壁面

様

、空地
緑化（生垣50

式

ｍ以上、屋上、壁面、

１

空地100
㎡以上）に

）

対して補助を行う。
　

会

また、街路樹の植替え

計

工事を行う。

位
置
づ
け

名

関連計画 第２次刈谷市

担

緑の基本計画

根拠法令

当

あいち森と緑づくり都

部

市緑化推進事業交付金

都

交付要綱他

対象者 市民

市

、事業者 事業期間 平成

整

２１年度 ～

実施方法 ■

備

直営　□委託　□指定

部

管理　■補助・助成　

一

□その他

般会計
緑の街並み

Ｂ

推

　
事
　
業
　
実
　
績

２１

進

年度実績 ２２年度実績

事

２３年度実績 ２４年度

業

計画

・街路樹の再生 ・

担

民有地の大規模緑化 ・

当

民有地の大規模緑化 ・

課

民有地の大規模緑化
　

公

市道01-25号線（

園

天王町他 　1件（壁面

緑

緑化） 　3件(壁面緑

地

化、空地緑化) 　2件

課

地内） ・街路樹の再生

款

・街路樹の再生
　市道

項

01-25号線（富士

目

見町 　市道2-232

課

号線（相生町地
他地内

等

） 内）、市道01-2

長

7号線（板倉
町地内）

名

　民有地の緑化につい

坪

ては、大型緑化事業の

井

申請・実施があり、一

　

定の成果が得られてい

修

る。

成果 　また、街路

8

樹の再生については、

4

平成21、22年度で

6

市道（天王町他地内）

作

の植替え工事を実施し

成

た。

(できたこと)

　

者

本事業の民有地緑化へ

山

の補助対象が、比較的

田

規模の大きなものであ

　

ることから、補助対象

誠

の規模が小さい民有地
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∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　緑化推進都市の

平

宣言を掲げる本市が、

成

緑創出の一環と
・法的

２

業務
普通

して取り組ん

４

でいる大規模な緑化事

年

業への補助や街路樹
必

度

要性 ・市民ニーズ、社

　

会需要 の再生は、市街

刈

地緑化の一層の推進を

谷

図るためにも必要
・市

市

民生活上必要である　

事

など 性がある事業であ

務

る。

　県支出金など助

事

成金を積極的かつ有効

業

に利用すること
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

普通
で、市の予算で行

シ

うのと同等の成果を上

ー

げることができ
効率性

ト

・執行体制の効率性 る

（

。また、街路樹再生に

様

おいて、生育が比較的

式

遅く、害
・手段の最適

２

性　など 虫に強い樹種

）

を選定することにより

会

、剪定や薬剤散布に
要

計

する年間維持管理料の

名

軽減が期待できる。
　

担

民間が行う規模が比較

当

的大きい緑化事業や、

部

市が管理
・市が主体と

都

なって実施する
高い

地

市

である街路樹の再生事

整

業には、高額な費用を

備

要するた
妥当性 　べき

部

事業であるか め、その

一

費用を補助・予算化し

般

たり、統一性のある樹

会

種
・総合計画との整合

計

性　など 選定を行うた

緑

めにも、市の主体的な

の

関与が必要である。

　

街

民有地の緑化事業に対

並

する補助や街路樹の再

み

生は、市

施策への ・施

推

策への貢献度
普通

民生

進

活や通行者の視覚に潤

事

いや癒しを与えたり、

業

市民の
・目標達成度 緑

担

化意識の高揚に働きか

当

けるもので、新たな緑

課

地の創出
貢献度 ・市民

公

サービスへの効果　な

園

ど に貢献するものであ

緑

る。

今後の方向性 □拡

地

充　■現状維持　□改

課

善・効率化　□縮小　

款

□終期設定　□休止・

項

廃止

　開発等による市

目

街地の多くの部分を占

課

める民有地の緑が減少

等

しているなかで、新た

長

な緑化余地の少ない既

名

成市
街地では、建築物

坪

の屋上や壁面等の緑化

井

や良好な景観を形成す

　

る街路樹の再生が有効

修

であると考えられる。

8

県の
施策転換等で、助

4

成が継続されるか否か

6

は先行き不透明である

作

が、市の単独予算事業

成

となったとしても、事

者

業の
継続を図りたい。

山田　誠

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
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成

   128,013

者

人 　西境線     

谷

  139,605人

澤

　小垣江線     

　

123,231人 　小

菊

垣江線     13

乃

4,380人 　小垣江線     142,422人
　東刈谷線      98,383人 　東刈谷線     110,465人 　東刈谷線     116,367人

　一ツ木線　　　 2,684人
　依佐美線　　　 3,036人
　

　平成24年3月にダイヤ改正し、通勤時間帯の遅延幅の縮小を図り、また、一ツ木線と依佐美線を新設したことにより、

成果 利便性の向上を図った。

(できたこと)

　これまで路線の充実や増便により順調に利用者数を伸ばしてきたが、引き続き増便やバス停まで遠い地区への乗り入れ
課題

の要望、バス停の屋根やベンチの設置要望に対し検討する必要がある。
(できなか 

　また、広告収入を得られる方法や愛称の公募などを検討する必要がある。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 利用者数 443,615 491,934 532,787 550,000 570,000
指標 (人）
成果   
指標

　近隣市では、規模の大小や有料・無料の違いはあるが、各団体でコミュニティバスを運行している。　
他市との 安城市　あんくるバス《10路線　利用料100円》、碧南市　くるくるバス《4路線　利用料無料》、知立市　
比較検証 ミニバス《5路線　利用料100円》、高浜市　いきいき号《5路線　利用料100円》

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

　

　
ト

単位：千円
２１年

∧

度 ２２年度 ２３年度 ２

　

４年度 ２３年度

（決算

　

） （決算） （決算） （

実

予算） 事業費内訳

事業

　

費　① 184,441

　

173,099 187

施

,694 213,05

　

6 合計 187,693

　

,987 円
需用費 1

∨

,360,275 円

財
　
源

特定財源 8,778 0 0 0 委託料 173,439,712 円
工事請負費 12,894,000 円

一般財源 175,663 173,099 187,694 213,056

職員人件費　② 0 3,262 4,307 4,121

総事業費（①＋②） 184,441 176,361 192,001 217,177

建
設
事
業

全体事業費 0 ２３年度特定財源名称

２３年度迄の累積事業費 0

２５年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　

４

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

　

野 都市環境

基本施策 道

刈

路・交通
施策体系

施策

谷

の内容 公共交通の充実

市

目
　
　
　
的

　市内公共

事

施設等を結ぶ連絡バス

務

を委託運行

主
た
る
内
容

事

○運行路線　6路線（

業

始発～終着）
し、公共

評

施設利用の利便性の向

価

上を目指すと 　東境線

シ

（刈谷ﾊｲｳｪｲｵｱ

ー

ｼｽ～ひまわり）
とも

ト

に、広く一般市民、特

（

に交通弱者と言わ   

様

西境線（洲原温水プー

式

ル～ひまわり）
れる高

１

齢者等の積極的社会参

）

加と、環境負荷   小

会

垣江線（小垣江駅東口

計

～逢妻駅南口）
低減等

名

の観点からの通勤通学

担

の利用を促進す   東

当

刈谷線（半城土町大原

部

～生きがいｾﾝﾀｰ）

都

る。 　一ツ木線（総合

市

運動公園～市役所）
　

整

　依佐美線（東刈谷駅

備

北口～小垣江駅西口）

部

○運行回数　
  1日

一

8往復（東境線、西境

般

線、小垣江線　　
　　

会

　　　　東刈谷線）
　

計

1日5往復（一ツ木線

公

、依佐美線）
○利用料

共

金　無料　

位
置
づ
け

関

施

連計画  

根拠法令 刈谷

設

市公共施設連絡バス運

連

行事業実施要綱

対象者

絡

対象者を特定せず 事業

バ

期間 平成９年度 ～

実施

ス

方法 □直営　■委託　

運

□指定管理　□補助・

行

助成　□その他

管理事業
担当課 都市

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

交

績

２１年度実績 ２２年

通

度実績 ２３年度実績 ２

課

４年度計画

総利用者数

款

　　443,615人

項

総利用者数　　491

目

,934人 総利用者数

課

　　532,787人

等

総利用者数　　550

長

,000人
運行路線別

名

内訳 運行路線別内訳 運

柘

行路線別内訳
　東境線

植

       107

　

,469人 　東境線 

敏

      119,

記

076人 　東境線  

7

     128,6

1

73人
　西境線   

1

    114,53

作

2人 　西境線    
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者 谷澤　菊乃

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　

平

現在は、高齢者等交通

成

弱者と呼ばれる方たち

２

の移動手
・法的業務

高

４

い
段を確保し、積極的

年

な社会参加を促すこと

度

を主な目的と
必要性 ・

　

市民ニーズ、社会需要

刈

して運行しているが、

谷

今後はそれに加え、渋

市

滞緩和や環
・市民生活

事

上必要である　など 境

務

改善等の視点からも公

事

共施設連絡バスの活用

業

は必要不
可欠であると

評

考えられる。
　利用者

価

は年間50万人を超え

シ

、近隣市に比べても多

ー

くの
・コストの節減、

ト

費用対効果
普通

方に利

（

用していただいている

様

という点では効果が大

式

きい
効率性 ・執行体制

２

の効率性 と考えるが、

）

経費面や運行形態等、

会

今後改善できる余地
・

計

手段の最適性　など は

名

多いと考えられる。

　

担

総合計画では、将来の

当

めざす姿として、環境

部

にやさし
・市が主体と

都

なって実施する
高い

い

市

道路交通環境の形成や

整

渋滞の減少などを掲げ

備

ていると
妥当性 　べき

部

事業であるか ともに、

一

施策の内容では市民の

般

移動手段として公共施

会

設
・総合計画との整合

計

性　など 連絡バスの充

公

実を図るとしている。

共

　市民サービスへの効

施

果は十分あると考えら

設

れるが、施

施策への ・

連

施策への貢献度
普通

策

絡

への貢献や目標の達成

バ

に向け、今後、運行形

ス

態等の改
・目標達成度

運

善を検討していく。
貢

行

献度 ・市民サービスへ

管

の効果　など

今後の方

理

向性 □拡充　□現状維

事

持　■改善・効率化　

業

□縮小　□終期設定　

担

□休止・廃止

　現在は

当

、高齢者等交通弱者と

課

呼ばれる方たちの移動

都

手段を確保し、積極的

市

な社会参加を促すこと

交

を主な目的と
して運行

通

しているが、今後はそ

課

れに加え、総合的な都

款

市交通体系の確立に向

項

け、渋滞緩和や環境改

目

善等の視点か
らも公共

課

施設連絡バスの活用に

等

ついて検討していく。

長名 柘植

Ｃ
 
　
Ｈ
 

　

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

敏

∧
　
評
　
価
　
∨

記

7 1 1 作成
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平成２３年度外部評価結果に対する市の方針及び対応報告書 

事業名 公共施設連絡バス運行管理事業 

部等名 都市整備部 課等名 都市交通課 

①行政評価委

員からの意見 

○高齢者の利用が多いので、今のバスの形状ではもっと高齢者が増えたとき

にどうするのか。 

○交通弱者の社会参画や公共施設利用の増加といった目的が達成されたか

どうかについて、細かいデータをとって分析をすることも１つの方法であ

る。バスの形状を判断するときにも、各路線・各便の乗車状況が分れば対

策も打ちやすいし判断もできる。現状分析をしっかりとした方が良い。 

○路線ごとに利用者の特性が異なるのであれば、通勤時間帯の便を拡充す

る、公共施設が開いている時間帯の本数を増やすなどの工夫をすると、使

い勝手が良くなり、交通が不便という意見が減る。 

○利用者の費用負担はあってしかるべき。１億８千万円の事業費がかかって

おり、利用料をどうするかという点で費用対効果をしっかりと分析してほ

しい。市民の公平性を考えれば 100円でも取った方が良いが、弱者には無

料チケットを渡す、商店街利用者は優遇するなど、商工課で実施する事業

としてそのようなことも検討してほしい。 

○ダイヤ変更や小型バスの導入など、運用方法等を変えるときに有料化する

ことが考えられる。それがなくても有料化については検討してほしい。 

○「公共施設連絡バス」という名前は変えた方が良い。ムーバス、くるくる

バス、あんくるバス、いきいき号などであれば一般市民でも乗っても良い

と分かる。公募でＰＲを兼ねて行うと良い。 

○委託料だけでなく、バス停の設置工事費用の減価償却費や退職給与引当金

も含めた発生コストをしっかり認識してほしい。 

○ムーバスや金沢のバスなどはコミュニティ空間であり、市内の催しなども

ＰＲしていて楽しいものになっている。 

②市の対応方

針 
☑拡充 ☐現状維持 ☑改善・効率化 ☐縮小 ☐終期設定 ☐休止・廃止 

③方針に関す

る考え方、方針

に基づく今後

の予定（内容、

工程、予算等）

など 

○公共施設連絡バスは、これまで公共施設の利便性を高めるとともに、自動

車中心の社会の中で移動を制約される高齢者や障害者等の交通弱者と呼

ばれている方たちの移動手段を確保し、積極的な社会参加を促すことを主

な目的として運行しております。 

○今後は、更なる利用者ニーズの把握に努めるとともに、渋滞緩和、環境改

善等の視点で都市交通施策を包括的に捉えながら、バス運行事業の効率的

運行方法を検討し、運賃の有料化や名称の変更等を検討してまいりたいと

考えております。 

○平成２０年６月と平成２２年１月には、市民アンケートを実施し現状分

析、利用者ニーズの把握を行い、要望の多かった新路線は、この３月１日

から運行開始いたします。 

○また、委託料以外の職員人件費等も効率的な運営を行い、経費の縮減に努

めてまいります。 
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平成２４年度フォローアップ評価実施状況報告書 

事業名 公共施設連絡バス運行管理事業 

部等名 都市整備部 課等名 都市交通課 

④平成２４年

度の実施状況

及び今後の実

施予定 

■平成 24年 4月、都市整備部に都市交通課が新設され、公共施設連絡バス

を含む公共交通等に関する業務を集約し、一元的に事業を推進する体制と

なりました。 

【都市整備部 都市交通課】 

・課員 都市交通対策監兼課長以下 7名 

・計画係 3名 

 （主な担任事務） 

都市交通戦略に基づく施策の推進に関すること 

   幹線道路等の計画に関すること  

都市交通協議会の運営に関すること 

・運輸係 3名 

 （主な担任事務） 

   公共施設連絡バスの運行管理に関すること 

   鉄道駅等その他公共交通に関すること 

 

■公共施設連絡バスはこれまで商工課で所管し、主に公共施設の利便性を高

め、高齢者等交通弱者と呼ばれている方たちの移動手段を確保し、積極的

な社会参加を促すことを目的とし運行してきました。都市交通課に所管が

移り、慢性的に渋滞が発生する市内中心部等の道路事情の解消や地球温暖

化対策等の視点から、都市交通施策を総合的に勘案する中で、公共施設連

絡バスの在り方、位置付けを明確にし、今後の運用を検討していきます。 

 

■平成 24年 6月に「都市交通戦略」を策定し、「ひとと環境にやさしく、持

続可能な都市交通体系」の構築を基本理念として、産業、交流、生活、環

境など、さまざまな方面からアプローチを行い、都市交通施策を展開して

いきます。施策を進めるうえで欠かせないものの 1つが公共施設連絡バス

の活用であり、今後、総合的な都市交通体系の構築の中で、その運用形態

を変えていく必要があるものと考えています。 

 

■市民、企業、交通事業者及び行政等の代表で組織する「都市交通協議会」

を新たに設置し、それぞれの立場、役割を明確にするとともに、これまで

以上に連携を深め、総合的な交通計画の策定及び推進を行います。また、

現在のバス事業においても、公共施設連絡バス利用推進協議会やバス事業

者との運行連絡会を行い、円滑な利用推進を図っていきます。 

 

■平成 24 年度においては、公共施設連絡バスの更なる事業推進を進めると

ともに、他自治体のコミュニティバス運行状況等を調査するなど、本市に

あったバス事業の検証を行います。あわせて、広告収入事業の導入、運賃

の有料化、名称の変更等についても、研究していきます。 
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刈刈谷谷市市都都市市交交通通戦戦略略  

刈谷駅北口駅前広場 

刈谷ハイウェイオアシス 

平平成成 2244 年年～～平平成成 4422 年年  

――  概概要要版版  ――  

～～““ひひとと””とと““環環境境””ににややささししくく、、持持続続可可能能なな都都市市交交通通体体系系のの構構築築をを目目指指ししてて～～  
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計 画 推 進 体 制 
 

都市交通戦略の推進にあたっては、市民、企業、地域団体、市民活動団体、交通事業者及び行政がそれ

ぞれの立場・役割を明確にするとともに、これまで以上に連携を深め、交通とまちづくりを一体的に捉え

て、取り組んでいくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主体 役割 

市民 

・交通事業者や行政が実施する取り組みに積極的に参加・協力するとともに、

“ひと”と“環境”にやさしく、持続可能な都市交通体系の構築に向け、

自らの交通行動を社会的にも、個人的にも望ましい方向へと転換するよう

自助努力する。 

企業 ・行政と協働で主に通勤行動において、交通需要の適正化施策を行う。 

地域団体 

市民活動団体 

・地域ニーズを的確に把握し、行政等との連携、協働により、地域づくり施

策を行う。 

交通事業者 

（鉄道、バス、タ

クシー） 

・当該計画における公共交通の位置づけを踏まえ、行政とともに機能に応じ

たサービス水準の確保に努め、合理的な事業運営について積極的な提案を

行う。 

・行政と協働で利用実態やニーズを的確に把握し、利用促進につながる施策

を行政と連携、協力して行う。 

行政 

（国、県、市 等） 

・目標を達成するために必要な幹線道路網の整備、公共交通及び自転車・歩

行者ネットワークの形成及び交通行動計画の各種施策を行う。 

・当該計画を周知するための PR 活動を展開するとともに、市民、交通事業

者及び企業が実施する取り組みへの支援や各種情報提供を行う。 

・PDCA サイクルによる進行管理を行い、成果目標及び事業進捗の達成度 

を検証する。 

各主体の連携と役割 

地域団体 
（自治会、商店街等） 

市民活動団体 
（NPO 等各種団体） 

企 業 

交通事業者 
（鉄道、バス、タクシー） 

 

市 民 

行 政 
（国、県、市 等） 

連連携携  

協協力力  

刈刈谷谷市市都都市市交交通通協協議議会会  
 各主体の代表者より構成 

 計画・事業の推進、計画進捗管理、実施状況の点検・評価等を実施 
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施策 施策展開の方向性 施策内容 

① 

体系的で利便性の
高い公共交通ネッ
トワークの形成 

●公共交通の機能分類の明
確化と｢衣浦定住自立圏共
生ビジョン｣を踏まえた隣
接市町との連携強化 

・鉄道・高速バスによる広域路線の形成 
・「衣浦定住自立圏共生ビジョン」を踏まえた都市間連絡
線の形成 

・バス交通の市内南北線の形成 

●主要駅や主要バス停にお
ける交通結節機能の強化 

・企業バスの円滑な処理に資する交通広場機能の確保 
・刈谷駅等の交通結節機能の強化 

●公共交通ネットワークの
活性化に向けた役割分担 

・公共交通体系の構築に向けた総合的なコーディネート※ 
・市民参加による取り組みの実施（地域路線の形成） 
・事業提案（交通事業者） 

② 

安全で快適な自転
車･歩行者ネット
ワークの形成 

●自転車・歩行者による快適
な移動環境の確保 

・安全で快適な自転車・歩行者空間の確保 
・利便性の向上に資する自転車･歩行者ネットワークの形成 
・既存道路形態を見直し、柔軟な自転車走行空間の確保 

③ 
自動車交通需要の
適正化への誘導 

●市内企業への自動車によ
る通勤交通等への対処 

・TDM※施策の展開 
・モビリティ・マネジメント※の導入 

④ 
安心・安全な都市
交通体系の構築 

●交通安全の確保 
・人に優しく、安全な道路空間の確保及び交通安全施設の
整備推進 

・ITS※ 技術の活用 

●防災・減災を踏まえた交通
ネットワークの形成 

・複数の経路選択による交通ネットワークの形成 
・災害に強いまちづくりによる広域交通ネットワークの 
形成 

コーディネート ：複数の個人または機関、団体等の間に対等な関係をつくり、各々が最大限にその特性を発揮できるよう、調整を図ること。 

TDM ：交通需要マネジメント（Transportation Demand Management）のこと。車の利用者の交通行動の変更を促すことに
より、道路混雑を緩和する手法の体系。 

モビリティ・マネジメント：一人ひとりのモビリティ（移動）が、社会的にも個人的にも望ましい方向（過度な自動車利用から公共交通などを適切に利

用する）に変化することを促すコミュニケーションを中心とした交通政策。 

施 策 一 覧 

      交通手段が適切に組み合わされた安心・安全な都市交通体系の構築 生生活活  

南北に細長い市域を有し、北部には刈谷ハイウェイオアシスや愛知教育大学、中心部には刈谷豊田総合病院、

南部にはフローラルガーデンよさみなど、広域的な集客力を有する施設が分散立地していることから、本市の

一体化を促進する交通体系を構築する必要があります。 

また、本市の高齢化は着実に進展することから、今後、高齢者が安全に移動できる交通環境の確保が課題と

なります。 

・南北に細長く展開する本市の一体化に資する都市交通体系の構築 

・より便利で、持続可能な交通手段としての公共施設連絡バスのあり方の検討 

・高齢者が安全・安心に移動できる交通環境の確保 

公共交通の充実や自転車・歩

行者道の整備を重視する声が

多く挙げられています。 

Ⅴ(1)④都市交通として重視する交通施策（まとめ：複数回答）

198

612

462

423

68

116

200

389

53

183

0 100 200 300 400 500 600 700

鉄道の利便性の向上

バスの利便性の向上

自転車レーン等走行環境の確保

段差の無い明るい歩道の整備

駅前広場等のバリアフリー化

駐輪場の確保

公共交通の情報提供の充実

渋滞解消に向けた道路整備

沿道環境を良くする道路整備

バイパス整備等新たな道路整備

回答件数（件）

都市交通として重視する交通施策 

※回答数 959 人 
資料：「刈谷市都市交通計画調査

（H22.3）」市民アンケート 

課課  題題  
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公共交通ネットワークの形成イメージ 

▼公共交通の機能分類 

 路線機能 

広域路線 
市内外交通需要に対処するとともに、広域的な交通基幹路線としての機能を担う。需要
に応じたサービス水準を確保すべき路線。 

幹
線 

路
線 

都市間連絡線 
「衣浦定住自立圏共生ビジョン」を踏まえた隣接都市間を主体とする市内外交通需要に
対応する路線。 

市内南北線 
都市間連絡線及び市内拠点的施設を相互に連絡することにより、刈谷市の一体化を促進
し、将来目標像の具現化に向け、戦略的に速達性、快適性を確保すべき路線。 

地域路線 
都市間連絡線、市内南北線に接続する地域の生活交通路線として、地域の生活ニーズに
応じた一定のサービス水準を確保すべき路線。  

ITS ：高度道路交通システム（Intelligent Transport Systems）のこと。最先端の情報通信技術を用いて人と道路と車両とを

情報でネットワークすることにより、交通事故、渋滞などといった道路交通問題の解決を目的に構築する新しい交通シス
テム。 

バスロケーションシステム：バスの走行位置情報を把握し、バス停の案内表示版やインターネット等を通じてバスの到着時刻や走行位置を利用者が手

軽に確認することができるサービス。 

 

主要駅やバス停における

交通結節点機能の強化 

具体的施策例 

●バスロケーションシステム※ 

 

 

 

 

 

 

 

●総合案内板 

資料：（左）JR 岐阜駅、（右）名鉄バス 

資料：JR 岐阜駅 
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平成２３年度外部評価結果に対する市の方針及び対応報告書 

事業名 刈谷生きがい楽農センター運営事業 

部等名 経済環境部 課等名 農政課 

①行政評価委

員からの意見 

○事業の目的がはっきりしない。プロの農業者を育成するのか、趣味として

のカルチャーセンターとして運営するのか、どちらも政策目的としてはあ

るが、目的が違うと、事業の内容や税金の注ぎ込み方、評価の方法も変わ

ってくる。 

○政策を作るときには目的を明確にして政策評価をする習慣をつけてほし

い。目的が複数あるときは割合を明確にして施策をチェックする必要があ

る。 

○プロの農家を育成することも目的であれば、成果としてプロの農家が何人

育ったかも指標に追加する。 

○事業費は、建設費の減価償却も計算して、単年度のコストを出すべき。ま

た水道料金等もカウントし、毎年度どれだけのコストがかかっているの

か、コスト感覚を持つべきである。事業課としては、フルコストを把握し

て、市民がコストと便益のバランスが取れているかをチェックできるよう

な体制をとってほしい。 

○受講者１人当たりに 100万円の補助金を出すのにふさわしい事業なのか。

カルチャー目的であるなら、受講生１人当たり 100万円はかけ過ぎだが、

担い手育成なら妥当である。 

○農作物を直売所等で販売し、利益の半分を市に返し、もう半分を個人の儲

けとするような仕組みがあれば、多くの市民が利用したいと思う。農産物

の販売や料理にして提供するなど、普及啓発の方法や事業メニューの向上

も考えてほしい。 

②市の対応方

針 
☐拡充 ☐現状維持 ☑改善・効率化 ☐縮小 ☐終期設定 ☐休止・廃止 

③方針に関す

る考え方、方針

に基づく今後

の予定（内容、

工程、予算等）

など 

○修了生１人が新規に就農した実績と修了生を対象としたアンケート調査

において所有農地の遊休化を防いでいる結果が出ていることから、農業後

継者育成及び遊休農地対策に必要な事業として今後も事業を継続してい

きます。 

○研修内容につきましては、事業開始当初より出荷・販売もできるレベルの

内容であることから、当初の目的であった「生きがいとしての農業」から

「本格的な農業への取組み」、「農家の育成」に目的を見直し事業を行って

いきます。 

○農家の育成については年数のかかるものであり、短期間で成果が見えるも

のではありませんが、研修生の対象年齢の引き下げや就農支援の援助など

を行うことでより本格的に農業に参入できる環境を整え、研修生のバック

アップを行います。 

○プロの農家を指標とする意見につきましては、現時点において専業で生計

を立てている農家が少ないことから、出荷・販売を行う研修修了生を指標

とします。 

○農産物の販売につきましては、楽農センターにおいて研修の一環として販

売を行うことを検討します。 
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平成２４年度フォローアップ評価実施状況報告書 

事業名 刈谷生きがい楽農センター運営事業 

部等名 経済環境部 課等名 農政課 

④平成２４年

度の実施状況

及び今後の実

施予定 

○事業は、農業後継者育成及び遊休農地対策に必要な事業として平成２４年

度以降も継続していきます。 

 

○研修生の対象年齢は平成２３年度の第４期生からを２０歳以上に引き下

げ、より意欲的に受講できる人を対象に募集を行っています。 

 

○平成２４年度の研修生の募集にあたっては、「本格的な農業への取組み」、

「農家の育成」を主目的とし、第５期生の募集を行いました。 

 

○就農支援については、新規就農支援制度により本格的に農業に参入できる

ことを周知し、研修中から就農のバックアップを行っていきます。 

 

○プロの農家を指標とする意見につきましては、出荷・販売を行う研修修了

生を指標に追加しました。 

 

○研修で㈱刈谷ハイウェイオアシスから講師を招き、「刈谷ハイウェイオア

シスと産直市場」の講義を実施しました。 

 

○研修修了後の出荷の勉強のため、産直市場おあしすファームの視察を予定

しています。 

 

○農作物の販売について、実施場所、方法など指導員と調整しています。 

 

○農産物加工教室や親子農作物体験教室など他事業による施設の利用を増

やし、他事業を含めたトータルでコストを下げることにより費用対効果を

高めます。 

 

○人員配置の見直しを行い、コスト削減に努めます。 

 

○他市の視察の受入れを積極的に行い、研修・施設のＰＲに努めます。（平

成２３年度：２団体、平成２４年度：１団体） 
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野

い教室の開設など 音楽

　

や劇、語り聞かせ等で

昌

心
や加藤与五郎劇の実

孝

施など を耕すなど
　全ての小中学校において、それぞれの校区の良さを生かして「創意ある学校づくり」を実践している。

成果 　こうした取り組みを通して、教育内容を充実させることができたり、その道のプロである外部講師を活用した体験活動

(できたこと) を取り入れ、本物志向をより充実させたりして、心豊かでたくましい児童生徒の育成を図ることができている。

　また、各校から提出された計画書をもとに予算を配分し、予算の有効活用をした。

　より事業の質を高めるために、本来の事業目的について、実践している事業内容を学校間で共有し、情報交換をする場
課題

を設ける。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２６年度

活動 外部講師の活用実績【延べ数】 19 21 21 21 21
指標 （校）
成果   
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２３年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,900 12,900 12,900 12,900 合計 12,900,000 円
委託料 12,900,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 12,900 12,9

Ｄ

00 12,900 12

　

,900

職員人件費　

　

② 0 797 933 1,

　

349

総事業費（①＋

Ｏ

②） 12,900 13

　

,697 13,833

　

14,249

建
設
事
業

∧

全体事業費 0 ２３年度

　

特定財源名称

２３年度

　

迄の累積事業費 0

２５

実

年度以降の事業費見込

　

0

　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

４

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

　

文化

基本施策 学校教育

刈

施策体系
施策の内容 教

谷

育内容の充実

目
　
　
　

市

的

　継続的に「創意あ

事

る学校づくり」を実践

務

し

主
た
る
内
容

　各学校

事

が、地域と連携したり

業

、講師を招い
ていくこ

評

とにより、教育水準の

価

向上を図ると たりして

シ

、それぞれに特色を出

ー

した行事等を
同時に心

ト

豊かな児童生徒の育成

（

を図る。 運営する。

位

様

置
づ
け

関連計画

根拠法

式

令 学習指導要領

対象者

１

小中学校 事業期間 平成

）

９年度 ～

実施方法 □直

会

営　■委託　□指定管

計

理　□補助・助成　□

名

その他

担当部 教育部

一般

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２１年

計

度実績 ２２年度実績 ２

創

３年度実績 ２４年度計

意

画

　小学校15校と中

あ

学校6校が 　小学校1

る

5校と中学校6校が 　

学

小学校15校と中学校

校

6校が 小学校15校と

づ

中学校6校が本
本物体

く

験や感動体験を中心と

り

本物体験や感動体験を

事

中心と 本物体験や感動

業

体験を中心と 物体験や

担

感動体験を中心とし
し

当

た活動に取り組み、特

課

色あ した活動に取り組

学

み、特色あ した活動に

校

取り組み、特色あ た活

教

動に取り組み、特色あ

育

る
る学校づくりに尽力

課

した。同 る学校づくり

款

に尽力した。同 る学校

項

づくりに尽力する。同

目

学校づくりに尽力する

課

。同時
時に心豊かな児

等

童生徒の育成 時に心豊

長

かな児童生徒の育成 時

名

に、心豊かな児童生徒

稲

の育 に、心豊かな児童

生

生徒の育成
を図った。

　

を図った。 成を図った

修

。 を図る。
【取り組み

一

例】 【取り組み例】 【

 

取り組み例】 【取り組

1

み例】
夏祭りや芸能大

0

会への和太鼓 竹炭づく

1

りのため、岩ケ池周 地

3

域の方を講師に招いた

作

親子 小学１年生からの

成

英語活動や
演奏による

者

参加など 辺の竹の伐採

木

による環境整備 ふれあ
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　昌孝

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　特色あ

平

る学校づくりに取り組

成

む中で、地域の人材や

２

教
・法的業務

高い
育資

４

源を有効活用すること

年

は、児童生徒の豊かな

度

心をは
必要性 ・市民ニ

　

ーズ、社会需要 ぐくむ

刈

うえで、必要な事業で

谷

ある。
・市民生活上必

市

要である　など

　平成

事

24年度から、全小中

務

学校の計画書の内容に

事

もとづ
・コストの節減

業

、費用対効果
高い

いて

評

予算を配分している。

価

効率性 ・執行体制の効

シ

率性
・手段の最適性　

ー

など

　学校が地域の人

ト

材を講師として招いた

（

り、本物に触れ
・市が

様

主体となって実施する

式

普通
る体験学習を行っ

２

たりするため、そうし

）

た計画を実践す
妥当性

会

　べき事業であるか る

計

ために妥当な予算を委

名

託している。
・総合計

担

画との整合性　など

　

当

小中学校の特色ある学

部

校づくり、地域の活性

教

化に寄与

施策への ・施

育

策への貢献度
普通

して

部

いる。
・目標達成度

貢

一

献度 ・市民サービスへ

般

の効果　など

今後の方

会

向性 □拡充　□現状維

計

持　■改善・効率化　

創

□縮小　□終期設定　

意

□休止・廃止

○全小中

あ

学校の計画書と予算書

る

を全校に周知し、各校

学

が実践している事業内

校

容について情報交換を

づ

行う。
○平成24年9

く

月末までに25年度の

り

計画書を提出させる。

事

○平成24年10月末

業

までに1回目の査定を

担

し、指導助言を行う。

当

○平成24年11月に

課

各校の事業計画を反映

学

させた予算要求を行う

校

。
○平成25年度の事

教

業計画について、教育

育

委員会定例会にて報告

課

する。
○平成25年4

款

月から事業を実施する

項

。

目 課等

Ｃ
 
　
Ｈ

長

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

名

　
∧
　
評
　
価
　
∨

稲生　修一 

10 1 3 作成者 木野
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平成２３年度外部評価結果に対する市の方針及び対応報告書 

事業名 創意ある学校づくり事業 

部等名 教育部 課等名 学校教育課 

①行政評価委

員からの意見 

○予算が一律というのは最善と言えない。費用を下げることも創意ある取組

みである。継続する中でフィードバックを取り入れて、市役所が介入する

工夫をしてほしい。均等割に加えて、良い活動をしている学校には金額を

上乗せする仕組みがあっても良い。 

○文部科学省の中央審議会が、地域の特色をいかしてやりましょうというの

は矛盾しているという感覚を持ってほしい。文部科学省の指導は助言であ

り、“やらない”という選択肢もある。法的拘束力を確認した上で、刈谷

市の小中学生にとって最善の選択をしてほしい。 

○近年の新入社員には創意が感じられないため、創意ある学校づくりは意義

あるものだと思う。しかし、評価シートに担当者の意欲が見受けられない。

書類を作るのにも熱意を表すことが大切であり、事業の実態を書類上で見

せる意欲を示してほしい。 

②市の対応方

針 
☐拡充 ☐現状維持 ☑改善・効率化 ☐縮小 ☐終期設定 ☐休止・廃止 

③方針に関す

る考え方、方針

に基づく今後

の予定（内容、

工程、予算等）

など 

○本事業については、来年度も継続実施する予定です。しかし、事業の進め

方については、ご意見いただいた点も踏まえて、改善する方向で考えてい

ます。 

○具体的には、今まで各小中学校一律に同額の予算配分をしていた点を見直

し、現状通りの予算総額の中、事業内容に応じて、金額を査定していく方

法を考えています。実際は、次の２つのステップを踏み、査定を行ってい

く予定です。 

① 本年度中に、市内すべての２１小中学校から、来年度の計画案と予算

案を学校教育課に提出する。 

② 学校教育課において、各校から提出された計画案と予算案を精査し、

査定する。 

○評価シートにつきましては、内容を見直しました。 
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平成２４年度フォローアップ評価実施状況報告書 

事業名 創意ある学校づくり事業 

部等名 教育部 課等名 学校教育課 

④平成２４年

度の実施状況

及び今後の実

施予定 

 

＜平成２４年度の実施状況＞ 

○平成２４年３月下旬に、全小中学校から提出された２４年度の「創意ある

学校づくり」の計画書について、本事業の趣旨に基づき、予算を配分する

ために一次査定を行うとともに計画の改善に向けて指導助言をした。 

 

○平成２４年４月初旬までに、復活要求を行う機会を設け、改善された計画

書について二次査定を行い、最終予算を確定した。 

 

○公平な視点からのご意見をいただくため、教育委員の方々に事前に査定資

料を送付し、ご検討いただいた上で、平成２４年４月２６日（木）に開催

された教育委員会定例会において、承認をいただいた。 

 

○５月１日（火）から、２１小中学校において事業を執行している。 

 

 

＜今年度の課題＞ 

○より事業の質を高めるために、本来の事業目的である①②について、実践

している事業内容を学校間で共有し、情報交換をする場を設ける。 
 

① 本物体験、感動体験により、児童生徒の豊かな心を育む 

② 地域の特色を生かした特色ある学校づくりに努める 

 

 

＜今後の実施予定＞ 

○平成２４年７月に、平成２５年度の計画作成の参考となるよう、２４年度

の全小中学校の計画書と予算書を全校に周知し、各校が実践している事業

内容について情報共有、情報交換を行う。 

○平成２４年９月末までに２５年度の計画書を提出させる。 

○平成２４年１０月末までに１回目の査定をし、指導助言を行う。 

○平成２４年１１月に各校の事業計画を反映させた予算要求を行う。 

○平成２５年度の事業計画について、教育委員会定例会にて報告する。 

○平成２５年４月から事業を実施する。 
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